




























とえば平成 14 年に行われた「臓器移植に関する世論調査」1 では、臓器提供意思表示カ
ードを持っていないと答えた人は 91 パーセントにも上っている。またそのカードの入手











































































































 心臓 肺 肝臓 腎臓 膵臓 小腸 
現在登録者数 156 141 278 11923 171 4 
 
 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月
心臓 3 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 
心肺同時 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
肺 4 1 0 0 0 0 0 0 0 0 2 
肝臓 4 1 0 0 0 0 0 0 0 0 6 
膵臓 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
膵腎同時 4 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 
腎臓 39 29 17 10 18 12 18 6 10 6 11 
小腸 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

























































































































会では、周知の通りいわゆる A 案から D 案までが提出され、審議にかけられていた。こ
のうち D 案には、親族への優先提供を認める条項が含まれていなかったので、これを含







































































施に先立ち、1 月 17 日より実施されている。そして、1 月 25 日に開催された厚生労働省
























1  http://www8.cao.go.jp/survey/h14/h14-zouki/index.html 













http://www.asas.or.jp/jst/pdf/istanblu_summit200806.pdf(2009 年 12 月 25 日確認） 
7  http://www.sangiin.go.jp/japanese/joho1/kousei/gian/171/pdf/t051640141640.pdf
（2010 年 1 月 31 日確認）改正案の引用中の下線は、引用者によるものである。 
8  もちろん現行法と同様に、臓器摘出、脳死判定に同意する旨の意思表示を行っていて
もよい。 




11  第 171 回国会衆議院厚生労働委員会平成 21 年 5 月 27 日。 
12  平成 21 年 5 月 27 日の厚生労働委員会での河野太郎議員の発言。 
13  9 月 15 日に開かれた厚生労働省の厚生科学審議会疾病対策部会臓器移植委員会にお
いて、優先提供の範囲を親子と配偶者とすることで合意がなされたという報道があった。
またこの委員会の議事録は以下の URL から読むことができる。
http://www.mhlw.go.jp/shingi/2009/09/txt/s0915-9.txt(2010 年 1 月 31 日確認) 
14  例えば、橳島次郎、町野朔、森岡正博の各氏 
15  Erike-Henner W. Kluge, Designated Organ Donation: Private Choice in Social 
Context, in Hastings Center Report, September/October 1989, p.11. 
16  ibid. 
17  ibid. 




20  ibid. 
21  この優先提供のみ 2010 年 1 月 17 日から行われている。 
22  以下、この事例に関する概要は厚生労働省の「臓器提供先にかかる本人の生前意思の
取り扱いについて」という文書による。
http://www.mhlw.go.jp/public/bosyuu/iken/p0718-1a.html (2010/01/31 日に確認） 
23  ibid. 
24  ibid. 
25  配偶者は、事実婚ではなく法律婚でなければならない。 
26  たとえば米国の統一死体提供法 (2006 Uniform Anatomical Gift Act 
Section11(a)(2))では、範囲を限定せずに、提供先を指定することができるようになって
いるという。樋口範雄、「臓器移植法改正について」、『ジュリスト』、1393 号、2010
年、有斐閣、43 頁。 
